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研究成果の概要（和文）：総括班は，理論的な考察と，アクティブラーニングの手法を検証した．グループ学習を自己
調整，協同調整と社会的調整の三層から分析する新しい試みを提案した．教職科目班は，初等中等教育におけるデザイ
ン研究の成果を教師教育にフィードバックし，現職教員の人材育成プログラムにまで拡張した．また，教育実習に関連
した科目群の開発とその実証的な検討を展開し，インターネットを用いたSNSのシステムが有効に活用される事例を提
供した．教科教育班は，理科教育法において，受講生の議論活動の着目した授業設計を考案し促進方法を考案した．ま
た，モバイルシステムを利用することによって有益かつ迅速な評価を相互に行うシステムを提案した．

研究成果の概要（英文）：PI team had a theoretical consideration for the instructional design and 
empirical studies of active learning. They focused on and developed an analytic framework for 
self-regulated learning, co-regulated learning and socially shared regulation of learning in the 
constructive jigsaw method.
 The teacher education teams expanded their contribution of design-based research in the primary and 
secondary schools to the teacher professional development program. This effort was made in the 
face-to-face contexts and on Social Network Service.
 The science education teams developed their instructional designs based on the idea of facilitating 
students’ argumentation in the classroom. In some contexts, they used mobile tools for students to 
review their peers’ practicum and discuss it.

研究分野：学習科学

キーワード： 教師教育

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 学習科学（the learning sciences）は 1990
年代に入って，国際的に発展してきた学問領
域である．その特徴は大きく二つある．まず，
日常的な人間の学習場面を対象とした学習
理論を精緻化していく学問であるという点
で，これまでの学習に関する他の学問領域と
一線を画する．実験室における変数が統制さ
れた環境において，「純粋な」人間の認知的
メカニズムを分析してきたこれまでの学習
研究に対して，学習科学はそうした知見を踏
まえた上で，日常の多くの環境変数が交錯す
る文脈において，これまでの理論がいかに有
効か，さらには新しい認知的アーキテクチャ
の構築に基づいた学習理論を目指している．
第二に，「状況的認知（situated cognition）」
や「学びの知識創造メタファ（the knowledge 
creation metaphor）」といった概念に代表さ
れるように，人間の学習に関わる認知的アー
キテクチャ（システム）を主体の内部に閉じ
た系としてみるアプローチから，さらに環境
に存在する道具や他者をも系の一部として
包含するアプローチへと転換し，その上で情
報テクノロジを駆使した新しい学習環境の
デザインという研究アプローチを展開して
いる． 
 1990 年代中盤に，二つの国際学会
（ International Conference on the 
Learning Sciencesと Computer-Supported 
Collaborative Learning）を統合する形で国
際学習科学学会が設立され，The Journal of 
the Learning Sciences と International 
Journal of Computer-Supported 
Collaborative Learning と い う SSCI 
journalsを編集し，教育研究領域で常に高い
Impact Factor（2014 年において JLS の 5 
year impactが 2.813，ijCSCLが 2.606）を
出している．これまでの学習科学研究の著し
い貢献は次の二つである．第一に，環境を包
含した新しい学習の認知的アーキテクチャ
を想定した 21 世紀型スキルの育成のための
学習環境システムの開発と，それに基づいた
教育実践研究である．特に北米，そしてヨー
ロッパではこうした実践研究に基づいて現
場の教育改革が展開し，高い学習成果を出し
ている．さらに，そうした実践研究を科学的
に展開する新しい実践研究パラダイムであ
る「デザイン研究（Design-based Research）」
を構築したことである．これまで実践研究は，
実践者集団で行われるか，あるいは研究の一
部として厳密な統制のもとで授業が行われ
てきた．デザイン研究はこの両極のどちらで
もない，実践者と研究者が目的を共有して新
しい学びを生み出す実践研究集団を構成し，
継続的に実践を向上させていくものである．
これらの貢献によって，北米においては，学
習科学研究領域の重要性が認識され，
National Science Foundationが Science of 
Learning CentersというCOE拠点を 6カ所
設立し，学際的な大学院教育と研究を展開し，

その成果を教師教育プログラムにまでフィ
ードバックする制度が確立した． 
 一方国内でも，時期が遅れはするが，徐々
に学習に対する新しい研究の重要性が高ま
ってきている．申請代表者をはじめとする，
分担者および連携研究者は国際学習科学学
会の発足の当初から類似した研究に着手し，
成果を上げてきていた．その流れが国内の学
会においても，分科会レベル（例えば，日本
教育工学会のワークショップ，課題研究セッ
ションなど）の研究者集団によって吟味され
発展していく素地が生まれつつある．本研究
は，こうした素地を受けて，その基盤を確固
たるものとし，我が国の教育研究，ひいては
教師教育，現場における教育の質の転換を見
据えた学びのパラダイムシフトを引き起こ
すことを目指して計画されている． 
 新しい学習理論に基づいた教育の中核と
なるのは：(1) 環境を系として包含した新し
い学習の認知的アーキテクチャの想定と，(2) 
それに基づいた新しい学習環境の整備を継
続的かつ科学的に行うための方法論である．
諸外国では，こうした新しい教育プログラム
を定着させるための教師教育のあり方につ
いての議論が近年になって本格化してきた
[6]．申請者らは，我が国ならではのメリット
を活かして有意義な知見を確立することが
できると考えている．それは，新しい認知的
アーキテクチャが，日本の初等・中等教育に
おいては全人教育という概念で，ある側面か
ら既に浸透しており，さらには，デザイン研
究の方法論に類似した「授業研究（the lesson 
study）」という実践研究の方法論が現場に定
着しているからである．こうした教育基盤が，
日本の教育システムを，21世紀型スキルを照
準においた新しい学びのパラダイムへとシ
フトさせる大きな利点となると考え，そのた
めの教師教育のあり方について検討する研
究計画を考えるに至った． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，21世紀型スキルの獲得を目指
した教授法を理解し，実践研究を継続的に展
開する能力を備えた教師の育成のために，学
習科学研究のこれまでの成果を踏まえた教
材と，それを用いた具体的な教職科目・教科
教育科目のコースウエアを開発する．これを
用いることで，教職課程の科目全般に，学習
科学のエッセンスを提供することができ，各
担当教員が自分たちの授業実践に部分的に
導入することができる．本申請期間中には，
大学での授業実践研究を通して，開発する教
材の効果の検証を行い，最終的には広くイン
ターネットを通して関連する高等教育機関
で利用可能な電子教材を提供する．国内の学
習科学研究者の研究グループ（教職科目班，
教科教育班）を構築し，国際的共同研究者と
の議論を通して各科目のコースウエアを開
発する． 
 具体的な目標としては下記を設定した： 



(1) 最初の二年間で，教員養成課程の教職科
目，教科教育法（主に理科）に，学習科学の
知見を導入して，授業実践研究を展開し科目
を設計する上で必要となるデザイン指針，対
応する教材や指導計画書などコースウエア
を整備する． 
(2) 後半の二年間で，さらに授業実践フィー
ルドを拡張し，研究班のフィールド以外での
利用をとおして，その実施可能性に対する問
題点を洗い出した上で，コースウエアを精錬
させていく． 
(3) 最終年度には，開発した教材を書籍とし
て配布し，広く利用の普及を試みる． 
 
３．研究の方法 
 参加する国内の分担および連携研究者は，
教科教育法に学習科学的知見を導入してい
く教科教育法検討班と，教職科目に学習科学
の知見を導入していく教職科目検討班に分
かれる．各々に二つの検討班を構成し，各検
討班に研究分担者を１名配置する．研究代表
者を中心とする総括班は，代表者，連携研究
者，および本プロジェクト経費で雇用を計画
する若手研究者の学術研究員 2 名で構成し，
各検討班との連携や，すべての検討班の研究
成果，実践状況をモニターし，適宜支援を提
供していく．研究成果について，それを
review する立場の国際共同研究班を複数設
置し，各検討班が国際的な成果発表の場でそ
の成果に対して国際レベルのフィードバッ
クを受ける機会を確保するとともに，今後の
より発展的な国際研究の素地を構築する． 
 
４．研究成果 
 総括班（大島純，大島律子，三宅なほみ）
を中心とした主な成果は，学習科学を取り入
れた授業設計の理論的な考察と，知識構成型
ジグソー法をはじめとするアクティブラー
ニングの手法の検証である（雑誌論文の1, 2, 
6–8, 16）．特に社会調整学習という視点から，
グループ学習のあり方を自己調整，協同調整
と社会的調整の三層による総合関係として
分析する新しい試みを提案した．また，その
分析手法として社会ネットワーク分析を導
入し，学習研究において新しい評価手法の開
発を展開した． 
 教職科目班（村山，益川）は，特に 21 世
紀型スキルの育成という観点から，初等中等
教育におけるデザイン研究の成果を教師教
育にフィードバックし，現職教員の人材育成
プログラムにまで拡張した（雑誌論文の3, 9, 
10, 13）．望月・北澤班は，同じく教職科目
の特に教育実習に関連した科目群の開発と
その実証的な検討を展開し，インターネット
を用いたSNSのシステムが有効に活用される
事例を提供した（雑誌論文の4, 12, 14, 18）． 
 教科教育班（稲垣・山口・坂本）は，理科
教育法において，受講生の議論活動の着目し
た授業設計を考案し，デザイン研究を展開し
てその特徴を明らかにするとともに，促進方

法を考案した（雑誌論文の 5, 15）．中山・山
本班は，同じく理科教育法の授業設計におい
て，受講生の模擬授業の評価を簡易に行うモ
バイルシステムを利用することによって有
益かつ迅速な評価を相互に行うシステムを
提案しその実証的な検討を行った（雑誌論文
の 11, 17）． 
 こうした各分担班の成果を総合的に提供
する媒体として，日本教育工学会が出版する
日本教育工学選書を編集し公開する予定で
ある（書籍の 1）． 
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